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基調講演
ロシアとアジア太平洋地域のパートナーシップ
－エネルギー協力における諸課題

ガスプロム副社長相談役
アレクセイ・マステパノフ

　ロシアは昨年10月に発生した新潟大地震が県民の皆様に

与えた影響に対し心を痛めている。人間の力で自然の力を

抑えることは出来ない。しかし、我々は同情の意を表し、

支援の手を差しのべることが出来る。ロシアの私たちの気

持ちをご理解頂ければ幸いである。

　本日の報告については、私が公式にガスプロムやロシア

政府を代表するものではなく、ロシアのエネルギー事情の

専門家としての立場から発言したい。

　アジア太平洋地域は世界の経済発展における最大の中心

地となっているが、エネルギー・環境問題が益々深刻化し

ている。本報告では、現代世界およびロシアの対外関係に

おける「エネルギー・ファクター」の重要性について触れ、

ロシアの対アジア太平洋・北東アジア政策における優先課

題について吟味し、ロシアのエネルギー外交における目的

と課題について述べる。

　21世紀の新しい経済成長の中心地であるインドや中国、

東南アジア諸国には、大量の石油・ガス需要がある。2030

年には、インド及び中国だけで世界のエネルギー需要全体

の約19％を占めることになろう。

　ロシアとアジア太平洋諸国間におけるエネルギー協力関

係の発展については、ロシアの潜在的パートナーたちが

ロシアの国内的優先課題に対してどの程度理解を示すかに

よって大きく左右されよう。

　グローバライゼーションは、単一経済・情報空間や新た

な国際分業システムに向けた道を開いた。各国が直面して

いる問題とは、この様な新しいシステムの中において自国

の居場所を見出し、比較優位を見出すことである。この問

題は、ロシアや他の旧ソ連諸国にとってひときわ深刻であ

る。

　世界経済及び経済分野におけるグローバライゼーション

と自由化は、政治的色彩を濃くしつつある。市場的要素が

強まっているにもかかわらず、政府は自己の影響力を維持

している。エネルギー分野における国際協力の一方で、同

時に、エネルギー資源獲得を目指した熾烈な争いが進んで

いる。妥協点を見出す外交メカニズムがなければ、エネル

ギー保障システムにひびが入り、経済的脆弱性が高まるで

あろう。他方、相互依存関係により「エネルギー・ファク

ター」は国家間の政治・外交関係における道具となってい

る。「エネルギー・ファクター」は、世界政治において戦

争よりも大きな役割を果たしており、多くの国々の外交・

地域政策の基盤となっている。「エネルギー・ファクター」

は、国家安全保障システム全体に直接的影響を及ぼすので

ある。それ故、多くの政府はエネルギー供給源を多様化す

るためにも、エネルギー政策を活発化させ、エネルギー協

力関係を発展させようとしている。

１.  現代世界における「エネルギー・ファクター」

　エネルギー安全保障問題に関する外国の専門家たちは、

東西二極対立時代の終結直後、一時的にエネルギー問題を

政治化する傾向を弱めたが、国際テロリズムのような新し

い問題が発生してからは、先進国によるエネルギー政策の

変化を認めている。石油価格の世界的上昇を受けて、エネ

ルギー利用の効率性向上が再び優先課題となっている。

　エネルギー安全保障はますます、外国にネルギー資源の

獲得先を確保することと結びついている。換言すれば、エ

ネルギー安全保障の問題は、エネルギー協力の次元で解決

されるのである。

　石油・ガスビジネスは、民間と国家の双方にとり、最も

有益な活動の１つである。また、最大の石油ガス企業は最

も国際的な特色を有しており、自主的な決定を行う。概し

て、垂直的に統合された企業体は国境を越えて取引を行っ

ており、時に国益を考えない場合さえある。

　他方、総じて石油とガスは同じ場所にある場合が多い。

長年、「ガス・ファクター」は石油に比べ従属的な位置付

けをされてきた。かつて「石油ファクター」は世界のエネ

ルギー・バランスにおいて優先的に位置付けられ、石油市

場は国境よりも重要なものとなった。「石油ファクター」

の場合、幾度となく国際情勢の緊迫化や戦争を導いたとい

う点で「ガス・ファクター」と異なっている。

　エネルギー問題及びその解決は、それぞれの国々の政策

のみならず、地球社会全体の懸案事項という意味でも、最

重要の決定要因であり続ける。燃料エネルギー分野におい

て、資本投下率が高いことや投資プロジェクトに時間が

かかることを鑑みれば、将来的なエネルギー発展やエネル
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ギー成長の限界、エネルギー資源不足をめぐる諸問題や傾

向について予見しておくことが重要である。

　地域レベル及び地球規模において、エネルギー資源の市

場が拡大化しつつある。それは統一化された「ゲームのルー

ル」を伴った地球大のエネルギー空間の形成をもたらすで

あろう。その様な空間形成に先立ち、インドや中国のよう

な新興工業大国の発言力は益々増大していくだろう。

　今日、世界のエネルギー資源市場においては石油が主要

部分を占めているが、米国とロシアが輸入国及び輸出国と

しての両極に位置している。米国は世界の石油採掘量全体

の29％を消費しているが、そのうち半分以上を輸入に頼っ

ている。米国は世界最大の石油消費国であり、安価な石油

が同国の経済を牽引しているだけでなく、常に米国は石油

価格に大きな影響力を有している。

　ロシアは世界最大の石油生産国の１つであるが、原油と

石油製品を合わせた全生産量の４分の３を輸出に回して

いる。ロシア連邦大統領が承認した「エネルギー戦略」に

よれば、2020年までに石油の採掘量は年間４億5,000万～

５億2,000万トン、輸出量は２億8,000万～３億5,500万トン

に達する見込みである。ロシアは石油輸出国として高価な

石油価格を望んでいるが、油価に対する大きな影響力を持

ち合わせていない。

　しかしながら、ロシアと米国は少なくとも石油価格が予

測性を持つべきである点については、明らかに利害が一致

している。石油価格の安定問題に関しては、G8や米ロエ

ネルギー対話やAPECの枠組みの中において、両国は総じ

て共同歩調をとっている。

　石油価格を左右する新たな不安定要因には、ロシアやカ

ザフスタンを含むOPEC以外の国々からの石油輸出量の増

加や中国における需要の急増が挙げられる。この問題を解

決するためには、全ての当事国が石油の世界市場を調整す

るべく積極的に関与しなければならない。

　近未来のロシアにとり、燃料エネルギー資源は影響力を

行使する手段の１つとなる。積極的なエネルギー外交は、

ロシア経済の質的向上や経済安全保障上の対外的脅威を克

服することになろう。つまり、ロシアの経済政策上、「エ

ネルギー・ファクター」が最重要の役割を果たすのである。

　ロシアは莫大な資源の潜在性や最大の燃料エネルギー産

業を誇っており、「エネルギー・ファクター」を自国のエ

ネルギー経済の近代化及び対外経済政策の効率性向上に結

びつけなければならない。国際協力の方向性として、パイ

プラインや原子力発電所の建設等、ロシアやその他の国々

に対する長期的大型投資プロジェクトが挙げられよう。こ

れらのプロジェクトは対外政策上の長期的利益に直接的な

関係を持つ。つまり、エネルギー外交は外交政策の一部に

なるのだ。周知のとおり、外国の脱国家（トランスナショ

ナル）企業は往々にして、まさに超大国の利益に合致して

いる。

２.  ロシア外交政策における「エネルギー・ファクター」

　エネルギー外交には、1）エネルギー安全保障上の利益、

2）経済的地位の復興・強化、3）輸出を巡る潜在能力の効

率的な実現化、4）外国の資源や販売市場、財源、技術に

国内企業が活路を見出すこと－が課題として含まれよう。

ロシアはエネルギー分野において、CIS（独立国家共同体）

の枠組み及び地球社会全体の次元で協力関係を築こうとし

ているが、自国の利益に基づいてどのパートナーに接近す

るべきかを選ぶ権利がある。国際的なエネルギー機関との

関係構築についても同様である。

　ロシア政府は、政治的・軍事的圧力を避けた上で、相互

利益や国家利益の優先を原則として、外国のパートナーと

の２国間関係を追求する。諸問題は公平性に基づいた交渉

によって解決されなければならない。

　ロシアは極東・東シベリア及びアジア太平洋方面に対し、

エネルギー外交上の優先順位を与えている。これは同地域

において巨大な石油ガス・プロジェクトが実現する可能性

があるからである。また、それはロシア東部地域や近隣諸

国の経済発展にとり、大きな意義を持つことになろう。

　国際協力を推進する上で可能な方向性としては、1）ロ

シア東部地域（特に大陸棚）における資源の共同開発、2）

エネルギー資源の輸送システムへの参加、3）個別の国家

への支援、4）新世代発電設備の構築－が考えられよう。

　石油部門およびガス部門は、ロシア経済の民間部門に

とっても最重要な位置を占めている。これらの部門は、国

家経済における全分野の発展を促しており、雇用率の上昇、

予算・輸出収入・金準備高の増加、国際経済協力といった

面に貢献している。

３.  ロシアにおける石油・ガス部門の現状と展望

　推定埋蔵量に関しては、石油が450～500億トン、天然ガ

スが170兆m3以上であると評価されている。確認埋蔵量に

基づいて言えば、ロシアは主な石油採掘国の１つに数えら

れ、同国の地下には世界の石油埋蔵量の12～13％が集中し

ている。このことについて、外国の専門家たちは長らく認

識しようとしなかった。典型的な西側の評価値によると、

ロシアの石油埋蔵量は67億トンもしくは世界全体の4.7％

に過ぎなかった。2000年に米国地質調査所がロシアの埋蔵

量を再調査したところ、確認埋蔵量は一気に1,370億バレ
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ル（186億トン）に増加し、世界第2位の石油確認埋蔵量を

誇ることになった。

　ロシアには約2,300の鉱床（石油、石油ガスコンデンセー

ト等）が存在しているが、そのうち1,230以上の鉱床にお

いて採掘が行われている。1999年以来、石油の採掘量は安

定的に増加しているが、2002年の段階で採掘量はサウジア

ラビアに次ぐ世界第２位の地域となった。西シベリアとウ

ラル・沿ヴォルガ地域が主な開発地区となっている。国内・

海外情勢がロシアにとって好都合だった場合、2020年まで

に石油の採掘量は年間５億2,000万トンに達するであろう。

チマン・ペチョラ地域、北カスピ海地域、東シベリア及び

極東は、豊富な石油・ガス埋蔵量が集中している有望な地

域である。

　国家の基本的な課題は、徴税政策及び地下資源利用シス

テムを改善し、石油・ガス部門の安定的な発展のための好

環境を創出することである。我々は、地下資源は国家及び

国民の財産であるという基本的原則から出発しなければな

らない。国家が無関心であってはならず、地下資源の利用

者として地下資源を管理しなければならない。

　ガス部門の順調な発展は、確固たる埋蔵量なしにはあり

えない。ロシア（陸地及び大陸棚）の天然ガスの全原始埋

蔵量は236兆m3、確認埋蔵量は48兆m3である。これは、世

界の全確認埋蔵量の34％余である。推定埋蔵量は170兆m3

余である。確認埋蔵量は主に西シベリアに集中している

（77.4％）。推定埋蔵量は主に東西シベリア、極東地域、カ

ラ海、バレンツ海、オホーツク海の大陸棚にある。

　国内外の諸条件、諸要素がうまくかみ合えば、ロシアに

おけるガス生産は2020年までに年間7,100～7,130億m3に達

しうる。ロシアの「エネルギー戦略」の狙いは、経済と国

民の需要を確実に満たし、さらにガス産業の効率をアップ

させることである。

　「戦略」のなかで見通されている今後の期間、主として

ロシアのガス部門を担うのは、やはりガスプロム社である。

同社は2020年までに最大で580～590億m3のガスの生産を

計画している。同社の母体は「統一ガス供給システム」で

ある。これは、ロシアのガス産業の重要な特色の1つであ

る。「統一ガス供給システム」は過去40年間、地層から末

端消費者にいたるまでのガスの流れの全段階を司る統一技

術複合体として形成された。「統一ガス供給システム」は、

体系的で確実なガス供給と、ガス田の開発の順序及び長期

的計画を可能にしている。「統一ガス供給システム」こそ、

特定の産地名を使わず「ロシア産」の天然ガスの輸出を可

能にしている。

　現在、「統一ガス供給システム」の傘下で78ヶ所のガス・

ガスコンデンセート鉱床と、15万km余のガスパイプライ

ン本線及び支線、263のコンプレッサー・ステーション（総

処理能力4,400万kWt）、24の地下ガス貯蔵施設、そして６

つのガス精製工場が操業されている。ロシア中部へのガス

の平均輸送距離は約2,500km、ガス配給網の距離は約36万

kmである。「統一ガス供給システム」は、世界の最も効率

的で確実なシステムの１つとして、国内外で認められてい

る。

　ガス部門の主要埋蔵量及び生産拠点は、まだしばらくは

西シベリアのままで、特にナディム・プル・タゾフスキー

地区、その後ヤマル半島になろう。短期的には、今後の生

産の維持と整備には、西シベリアのザパリャルノエ・ガ

ス田及びその他の確認ガス田、オビ湾及びタズ湾のガス田

が使われる。さらに、ヤマル半島の鉱床（総埋蔵量約11兆

m3）や深部の有望探鉱層の開発が予定されている。これは、

外資も含めた大規模な投資の導入に依存している。

　「エネルギー戦略」は、アジア・太平洋地域のガス市場

への出口を持つ新しい巨大ガス生産センターのロシア東部

における開発を見込んでいる。ロシアのガスの原始埋蔵量

の25％（59兆m3余）がロシア東部に存在する。このうち、

44.8兆m3が陸地に、14.5兆m3が大陸棚に存在する。拠点的

なガス田として、コビクタ（イルクーツク州）、チャヤン

ダ（サハ共和国（ヤクーチヤ））、ソビンスコ・パイギンス

コエ及びユルブチェノ・トホムスコエ（クラスノヤルスク

地方）、さらにサハリン大陸棚炭化水素鉱床が検討されて

いる。これらのガス田こそ、東シベリア及び極東のガス産

業発展の基盤となる。拠点ガス田は、隣接する小規模の鉱

床をまとめ、地域ガス生産拠点を形成することができる。

　東シベリア及びヤクーチヤのガス田の特徴は、複雑な成

分構成、高いヘリウム含有量、油層及びコンデンセートの

存在である。この地域のガス田のヘリウムは、ロシアにとっ

て非常に貴重な産物であり、財産である。

　天然ガスが複合的構成であるため、輸出向けに大規模な

ガス化学工場を組織する根拠となる。このように、課題

は、単にガスを生産して輸出するのではなく、ロシア東部

にガス化学企業をつくり、付加価値の高い製品を輸出する

ことなのである。このような取組みによって、ロシアは、

近隣諸国のみならず、アジア全体のエネルギー安全保障に

寄与することができる。なぜなら、ガス化学工場はエネル

ギー集約型の生産活動であるため、エネルギー資源が豊富

な国々に置くほうが効率的である。これらの課題を処理す

るため、先端技術をもつアジア太平洋地域の多数の企業が

協力してくれることが望ましい。

　ロシア東部においてガスの行き先を選択する際、ロシア
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国内の安定ガス供給、さらにアジア太平洋地域諸国におけ

る有利な販売条件の獲得、環境上の理由が優先されるだろ

う。

　これらの取組みに基づき、東シベリア及び極東の拠点的

ガス田を統合し、それらを「統一ガス供給システム」に接

続する「東部幹線」の形成が提案された。「東部幹線」は

これから数十年間、ロシア東部のみならず北東アジアの

近隣諸国の消費者への確実で安定したガス供給の基盤とな

る。

　ガスの精製と輸送については、この他の方法も検討され

ている。これはまず、生産地でのガスの液化及び消費地ま

での輸送、合成液体燃料への加工である。

　2003年、ガスプロム社内に「液化・圧縮ガス生産・海上

輸送委員会」が発足した。もっとも有利な技術的、市場的

判断を下すべく、外国の大手企業との活発な協議がおこな

われている。ロシアは液化ガス（LNG）の大生産者かつ

大輸出者となり、ガスプロム社は、世界のガス市場の当該

分野における主要メンバーとなるはずである。この分野の

最重要事業のひとつが、シュトクマン・ガスコンデンセー

ト鉱床（バレンツ海）の開発である。

４.  ロシアの優先事項

　エネルギー協力の成功は、潜在的パートナーたちが我々

の経済発展の優先事項をどれだけ理解し、共有できるかに

大いに左右される。

　2005年４月25日のロシア連邦議会に向けた年次教書の

中で、ロシア大統領は、「ロシアは、外資も含めた民間資

本の大規模な流入に大いに利害関係をもっている。これは

我々の戦略的選択であり、戦略的取組みだ」と、明確に述

べた。しかし、この声明は決して投資家だけに利益がある

分野、地域、業種にこの種の投資を向けることができると

言っているのではない。

　EUの評価によると、ロシアには25年間に7,350億ドルの

直接外国投資が必要で、欧州の投資家はこのうちの４分の

１を担うことになる。この場合、この金額の33％をロシア

の石油産業に、26％をガス産業に投入する必要がある。し

かし、問題は、「ロシアの石油・ガス業者はこれらの投資

を必要としているのか？」ということである。我々のパー

トナーたちがロシア産エネルギー資源を輸入するだけでな

く、その開発権を獲得したいと思っていることは理解でき

る。しかし、それはロシアの利益にどれだけ応えるもので

あろうか。

　我々は、外国企業、団体、金融組織との協力には賛成で

ある。しかし、どのような協力も、参加する側がお互いに

可能性を補い合うということを意味する。我が国は、外資

も外国人専門家も導入せずに、これらの炭化水素の生産で

何十年ものあいだ世界のトップに君臨してきた。他方、我

が国の専門家は、何十年ものあいだ外国で活動し、自国の

石油ガス産業をゼロから発展させるのに手を貸してきた。

大陸棚、特に深海の大陸棚や複雑な地形で開発の難しい鉱

区、開発中の油田の残存埋蔵量は、また別である。これら

の対象物は最先端技術と巨額の投資を必要とし、開発の際

の資金回収性は幾分低い。

　もう１つの例を挙げたい。地質探鉱・調査作業への投資

とハイリスクの投資である。例えば、近く完成予定の「東

シベリア・極東におけるガス開発プログラム（東方プログ

ラム）」関連プロジェクトの実施である。ここでも、ガス、

ガスコンデンセート、石油ガスコンデンセート鉱床の開発

及び石油・ガス幹線パイプライン建設での協力が、我々に

提案されている。しかし、我が国のガスプロム社、トラン

スネフチ社、あるいはストロイトランスガス社と同じだけ

のガスを生産したり、大口径パイプのパイプラインを敷設

したりした会社は、世界のどこにも存在しない。「東方プ

ログラム」の実施において、我々はまったく別の協力を必

要としている。それはまず、ロシア東部におけるガス精製・

ガス化学工業の発展、天然ガスの液体燃料化（GTL）や

ジメチルエーテル（DME）などの新しい製品の製造の整

備に、外国の資本と技術を導入することである。さらに、

天然ガスとその加工品、及びヘリウムのアジア太平洋地域

市場での共同販売、特定のロシアの機械メーカー、鉄鋼メー

カー、その他石油産業向け製品メーカーとの合同生産活動

の整備における連携である。このような我々の関心事につ

いて、ガスプロム幹部は中国や韓国、日本などでの会談で

再三述べてきた。

　例えば、今年４月、ガスプロム社のアレクサンドル・ア

ナネンコフ副社長は日本の大手企業・財閥幹部（三井物産、

JFE、住友商事、双日、三菱商事、伊藤忠商事）との会談、

さらに資源エネルギー庁長官、石油天然ガス金属鉱物資源

機構（JOGMEC）及び国際協力銀行（JBIC）幹部との会

談において、これらの問題に触れた。

　「東方プログラム」の実施の際は、ロシア国内の企業・メー

カーが優先される。目下、日本企業には、合弁企業を介し

て東シベリア及び極東の開発事業に参加するという可能性

が生まれつつある。ガスプロム社は、コビクタ及びチャヤ

ンダ・ガス田のガスに大量に含まれているヘリウムの精製

工場がロシア国内に組織されることを歓迎する。「東方プ

ログラム」の実施には建材や建設機械を製造する合弁企業

の設立が不可欠だ。海底パイプライン用にパイプを防食加
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工する移動式プラント建設合弁企業を設立すれば、日本の

大口径ガスパイプメーカーとの協力が可能である。冶金業

では、日本の鉄鋼メーカーは強度を高めた鋼材の開発に参

加することができる。ロシアの造船会社と共同で、メタン

タンカーを建設する可能性もある。「東方プログラム」では、

ハイテク工場の組織が特に注視されている。先端技術が必

要な採掘が困難な鉱床で、日本企業の参加がありうる。

　先に述べた年次教書の中でプーチン大統領は、ロシアの

独立と安全を強化するために、国家資本も含めた国側から

の圧倒的管理が必要となる分野を明確に特定すべき時期が

来ており、その対象はいくつかのインフラ施設、国防発注

を受注する企業、我が国の将来と若い世代にとって戦略的

意義をもつ鉱物資源産地、インフラ独占体であると述べた。

　昨年11月のAPEC首脳会議（チリ）の結果に関する記者

会見でのプーチン大統領の回答でも、同様の思想が述べら

れた。「これまでに我が国の企業は、ロシア経済が必要と

する投資を維持するだけの資金を十分に有している。しか

し、エネルギー産業のように、探鉱がまだ終わらない鉱区

にリスクを伴う投資を要求する分野がある。ここで、もち

ろん、ロシアと外国の関係組織をまとめる必要がある。我々

はそれを歓迎する。外国も含め、数多くの我々のパートナー

たちは、すでにそのための資金を投じている」と、大統領

は述べた。

　ロシア国内の優先事項について関して、プーチン大統領

は2004年２月26日、ハバロフスクで開かれた極東・ザバイ

カル輸送インフラ発展会議における閉会の辞のなかで、「課

題は何かを運び出すためのインフラを作ることではない。

鉱物資源の輸出と輸送インフラは、まず、自国の発展のた

めのエネルギー生産能力を生み出すべきだ」と述べた。

５.  アジア太平洋地域におけるエネルギー対話とロシアの

パートナー：２国間協力関係上の諸課題

　現在、ロシアはアジア太平洋地域及び南アジアの多くの

国々との積極的なエネルギー対話を行っている。

インド：

　インドとの関係上、エネルギーは優先的協力部門の１つ

となっている。エネルギー協力分野としては、火力、水力、

原子力発電所の建設、燃料資源開発の共同プロジェクトの

実施、化学・技術交流について話し合いが進んでいる。イ

ンドの国家石油ガス開発企業がサハリンＩプロジェクトに

投資することについて合意に達した。

　2004年12月４日、ニューデリーにおいてガスプロムとイ

ンド国営ガス会社は、戦略的協力関係に関する協定を締結

した。

　2005年１月15日には、インドで第１回ロシア・インドエ

ネルギーセミナー「燃料資源開発における協力：可能性

及びチャレンジ」が開催され、同年４月にはガスプロムと

ONGC Group社が協力に関する覚書に調印した。

カザフスタン：

　最大協力プロジェクトの１つは、エキバストゥズ２火力

発電所を基盤とする合弁企業である。このプロジェクトが

実施されれば、カザフスタンの電力会社が現在形成期にあ

るロシアの電力市場に対して、ロシアの企業はカザフスタ

ンの市場に対して進出することが可能となる。換言すれば、

統一化された電力市場が形成されることになる。

　ロシア経由によるカザフスタンの石油輸送量も拡大する

であろう。具体的に、カスピ海パイプライン・コンソー

シアムの石油パイプライン能力を年間6,700万トンまで、

アトィラウ～サマラ間パイプラインの能力を年間2,500～

3,000万トンまで拡大する計画がある。 カスピ海地域では

石油天然ガス開発における協力が深まりつつある。2004～

2005年には、クルマンガゾィ鉱床の石油ガスの共同開発に

関する合意に達し、今年の夏にその最初の共同開発プロ

ジェクトが実施段階に入る。

中国：

　今年、モスクワで中ロ首相定期会談準備委員会の第７回

エネルギー協力部会々合が実施される。プーチン大統領が

強調したように、「中ロ間の対話は完全に率直なものであ

る。我々は中国がロシアのエネルギー資源を安定的に輸入

したいことを理解している。ロシアも需要が増えている中

国をパートナーとして信頼できる。エネルギー分野におけ

る中ロ協力の妨げとなる政治的、イデオロギー的、経済的

な問題は存在していない」。

　2004年にロシアから中国に向けて鉄道で輸出した石油

量は約700万トンに達したが、2005年に1,000万トン以上、

2006年に1,500万トン以上を輸出する予定である。太平洋

石油パイプラインを建設する際に中国への支線パイプライ

ンを作る可能性が検討されている。プーチン大統領は中国

での記者会見でパイプライン・ルートに関し次のように述

べた。「我々はまずロシアの国家利害を考えた上で決定す

る。ロシアの東部地域、極東地域を開発させるために大規

模なインフラ開発プロジェクトを計画・実施しなければな

らないが、パートナーの利益も考えている」。

　2004年10月にロシアのガスプロムと中国のCNPC社は天

然ガス開発分野における協力を活発化させるために、地質

調査、採掘、輸送、販売などを含む戦略的な協力に関する

協定を締結した。

　ロシアが中国に対しエネルギー資源を輸出することだけ
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を考えているわけではないことを再び強調したい。まず相

互投資を行い、付加価値の高い製品、ハイテク製品を供給

することにより、２国間関係の高度化を狙っている。地方

レベルでは、ロシアから機械・設備の部品、石油化学製品、

天然ガス化学製品などが輸出されている。ロシアから中国

への電力輸出量は2003年に1.61億kWhであり、2004年には

さらに85％の増加が記録された。

　中国では西部開発計画が実施されており、ロシア政府は、

自国の幾つかの地方がこのプログラムに参加する可能性が

十分あると考えている。ロシアはユーラシア全域の経済、

インフラ、輸送体制などの発展に大きく貢献することがで

きると確信している。

北朝鮮：

　現在、北朝鮮では、鉱工業製品の60％以上及び電力の約

40％はロシアが建設・改造した施設で生産している。ロシ

ア・北朝鮮間の今後の協力分野としては、北朝鮮大陸棚の

開発、東平壌火力発電所を含む発電施設の近代化、ロシア

からの電力輸出などが挙げられる。

韓国：

　2004年９月23日にモスクワでロ韓共同宣言が採択され、

ロシアと韓国は、燃料エネルギー産業、輸送、科学・技術、

大洋調査、宇宙開発、天然資源開発、IT、通信、漁業、

地方協力などを含む主要分野において長期的に協力を強化

することに同意した。また、共同宣言にはエネルギーに関

する戦略対話を定期的に行うということも含まれている。

　2005年５月にモスクワで第1回ロ韓戦略安全保障フォー

ラムが開催され、そのプログラムには輸送及びエネルギー

の特別セッションがあった。ロ韓エネルギー協力の重要

な分野の１つは天然ガスの問題である。ガスプロム、

KOGAS及びLGは協力協定を結び、共同ワーキンググルー

プの会合が定期的に行われている。大規模な共同プロジェ

クトとしては、タタルスタンにおける石油化学・石油精製

工場の建設が挙げられる。

米国：

　ロシアと米国の関係においては、公式且つ大規模なエネ

ルギー対話が行われており、定期的に開催する会議、シ

ンポジウム、大臣会談では、両国のエネルギー戦略、エネ

ルギー分野における共同プロジェクトなどが協議されて

いる。首脳会談のときにもエネルギー問題が挙げられる。

特に液化天然ガスは大きな話題になっている。ロ米エネル

ギーサミットは定期的に開催されている。

　エクソン・モービル社はサハリン大陸棚の開発に積極的

に参加しており、コノコ・フィリップス社は2004年10月に

ロシアの最大石油会社の１つであるルコイル社の株式を購

入した。

　コノコ・フィリップス社が作成したシュトクマン・ガス

田開発のプレFSによれば、このプロジェクトへの投資額

は100～150億ドルになる。第1段階に天然ガス採掘量は年

間300億立方メートルに達し、建設予定のLNGプラントの

年間能力は2,100万トンである。その90％が米国に輸出す

る予定であるが、欧州へ輸出する可能性もある。

日本：

　日本の企業はサハリン石油ガス開発プロジェクトに積極

的に参加している。2005年４月22日に調印された日ロ貿易

経済政府間委員会第7回会合の覚書には、「日ロエネルギー

協力の拡大は両国及び太平洋地域全体のエネルギー安全を

強化するために欠かせないことである。双方は、東シベリ

ア～太平洋岸パイプラインの建設が両国にとって非常に重

要であることに同意した」という文書が含まれている。

　周知のとおり、2003年１月10日に両国は日ロ行動計画を

採択した。この計画は日ロ協力の基盤となっており、経済

協力にも焦点が置かれている。

　今後の日ロ協力の重要な分野はエネルギーを巡るハイテ

クである。高速中性子炉及び国際熱核融合実験炉 （ITER）

を含む原子力の平和利用、京都議定書メカニズムの実施に

よるエネルギー効率の向上、ガスハイドレートを含む新エ

ネルギーの利用などの分野においては、多くのプロジェク

トがある。地球の将来にとって非常に重要である代替エネ

ルギー源を探ることも大きな課題となろう。

６.  結論

　北東アジアやアジア太平洋地域全体におけるエネルギー

協力の可能性と規模は、２国間のみならず多国間レベルの

連携を客観的に要求するものであることを、発言の締めく

くりとして強く述べたい。

　エネルギー対話は経済発展や具体的な問題の解決を促

す。

　ロシアは既に何十年も、最も確実な最大手のエネルギー

資源供給者として世界市場に君臨している。我が国とEU

のエネルギー協力はこの良い例である。その結果、EUで

消費する石油の16％、天然ガスの20％が我が国から送られ

ている。

　現在、我が国の企業は積極的に新しい市場を開拓してい

る。それらはアメリカ合衆国、アジア・極東諸国である。

我々は東シベリア、サハリン、カスピ海ロシア沿岸の鉱床

の操業を計画している。

　ロシアの「エネルギー戦略」は、そこで検討対象となる

期間も我が国が燃料・エネルギー資源の大輸出者であり続
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けるという想定に立脚している。特に、2020年までに石油

については２億6,800万～３億800万トン、天然ガスについ

ては2,360億～2,450億m3の輸出が想定されている。

　ロシア産燃料エネルギー資源の主要販売市場は、これか

らも欧州諸国である。同時に、ロシアは東方及び南方への

輸出を発展させ、エネルギー資源の輸出先を多様化させる

であろう。

　「エネルギー戦略」は、予測対象期間の後半にロシア産

LNGの世界市場への進出が確保され、合成エンジン燃料

の輸出も始まるという想定に立脚している。これらの製品

は、通用の天然ガスよりも輸送に適しているうえ、それに

よって我々の輸出地域を大幅に拡大することができる。

　ロシア東部におけるガスプログラムの実施は、東アジア

統一ガス市場を完成させ、それをユーロ・ロシア統一ガス

市場に接続するものである。そして、欧州・アジア統一ガ

ス市場の形成が始まる。欧州・アジア統一ガスシステムに

は新しいLNG輸出供給ルート（特にインド）が追加され

るだろう。

　石油輸出の新ルートができれば、将来のユーラシア大

陸のエネルギー確保が安定性を増す。2003年10月19日、

APEC実務者会議（バンコク）でプーチン大統領は、「ロ

シアはアジア太平洋地域における新しいエネルギー機構

の創設に貢献する用意がある」と述べた。そうなれば、

APECに加盟するエネルギー資源消費国にとって、エネル

ギー資源の供給を多様化し、自らの安全を保障することが

可能となるであろう。

【ERINAにて翻訳・編集】
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